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て市場で配分される．しかし，R. H. Coase は，市場は価格メカニズムによって資源を配分するが，
企業もマネジメントによる人為的な裁量によって資源を配分するということを明らかにしている 2）．
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いる業種集計値は単独決算ベースのもので，2007 年 8 月 1 日現在で上場（ジャスダックを除く，
マザーズ，ヘラクレスを含む）している会社のうち 1982 年 4 月期から連続してデータを取得可能な








表 1 には，日経方式にもとづいて算定した粗付加価値と名目 GDP および粗付加価値が名目 GDP





6） 以下，日経ニーズのデータや解説は NEEDS-FinancialQUEST から採られている．
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（3）粗付加価値の成長率と名目 GDPの成長率
表 1 のデータにもとづいて成長率を計算したものが表 2 に示されている．
両者の相関係数は 0.868（1％水準で有意（両側））であり，やや強い正の相関がみられる．両者
の関係を散布図にしたのがグラフ 2 である．
表 1　GDP と付加価値および付加価値が GDP に占める割合
年度 1982 年度 1983 年度 1984 年度 1985 年度 1986 年度 1987 年度
GDP（単位：10 億円） 274572.2 286278.2 306809.3 327433.2 341920.5 359508.9
粗付加価値（単位：100 万円） 38178262 40605000 43888195 45234831 44860850 47430290
粗付加価値 /GDP（％） 13.90 14.18 14.30 13.81 13.12 13.19
年度 1988 年度 1989 年度 1990 年度 1991 年度 1992 年度 1993 年度
GDP（単位：10 億円） 386736.1 414742.9 449997.1 472261.4 483837.5 480661.5
粗付加価値（単位：100 万円） 52510836 56755399 61469063 63742768 62720558 61473054
粗付加価値 /GDP（％） 13.58 13.68 13.66 13.50 12.96 12.79
年度 1994 年度 1995 年度 1996 年度 1997 年度 1998 年度 1999 年度
GDP（単位：10 億円） 491267.5 499984.2 508432.8 513306.4 503304.4 499544.2
粗付加価値 ( 単位：100 万円） 63157809 64598489 66567646 66672801 62658987 62073341
粗付加価値 /GDP（％） 12.86 12.92 13.09 12.99 12.45 12.43
年度 2000 年度 2001 年度 2002 年度 2003 年度 2004 年度 2005 年度
GDP（単位：10 億円） 504118.8 493644.7 489875.2 493747.5 498280.4 503366.8
粗付加価値（単位：100 万円） 63836844 59597465 59313629 58942037 59745013 60398574
粗付加価値 /GDP（％） 12.66 12.07 12.11 11.94 11.99 12.00
（注）GDP のデータは内閣府経済社会総合研究所より
グラフ 1　GDP と粗付加価値






表 2　名目 GDP の成長性と粗付加価値の成長
年度 1983 年度 1984 年度 1985 年度 1986 年度 1987 年度 1988 年度
GDP の成長率　　　（％） 4.26 7.17 6.72 4.42 5.14 7.57
粗付加価値の成長率（％） 6.36 8.09 3.07 –0.83 5.73 10.71
年度 1989 年度 1990 年度 1991 年度 1992 年度 1993 年度 1994 年度
GDP の成長率　　　（％） 7.24 8.50 4.95 2.45 –0.66 2.21
粗付加価値の成長率（％） 8.08 8.31 3.70 –1.60 –1.99 2.74
年度 1995 年度 1996 年度 1997 年度 1998 年度 1999 年度 2000 年度
GDP の成長率　　　（％） 1.77 1.69 0.96 –1.95 –0.75 0.92
粗付加価値の成長率（％） 2.28 3.05 0.16 –6.02 –0.93 2.84
年度 2001 年度 2002 年度 2003 年度 2004 年度 2005 年度
GDP の成長率　　　（％） –2.08 –0.76 0.79 0.92 1.02









年度 1982 年度 1983 年度 1984 年度 1985 年度 1986 年度 1987 年度
完全失業率　　　（％） 2.5 2.7 2.7 2.6 2.8 2.8
消費者物価上昇率（％） 2.6 1.9 2.2 1.9 0.0 0.5
年度 1988 年度 1989 年度 1990 年度 1991 年度 1992 年度 1993 年度
完全失業率　　　（％） 2.4 2.2 2.1 2.1 2.2 2.6
消費者物価上昇率（％） 0.8 2.9 3.3 2.8 1.6 1.2
年度 1994 年度 1995 年度 1996 年度 1997 年度 1998 年度 1999 年度
完全失業率　　　（％） 2.9 3.2 3.3 3.5 4.3 4.7
消費者物価上昇率（％） 0.4 –0.1 0.4 2.0 0.2 –0.5
年度 2000 年度 2001 年度 2002 年度 2003 年度 2004 年度
完全失業率　　　（％） 4.7 5.2 5.4 5.1 4.6
消費者物価上昇率（％） –0.5 –1.0 –0.6 –0.2 –0.1
（注）データは，総務省統計局より．
グラフ 3　フィリップス曲線
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表 5 によれば，完全失業率と売上高人件費率との間の相関係数は 0.744（1％水準で有意（両側））
表 4　消費者物価上昇率と売上高粗付加価値率
年度 1982 年度 1983 年度 1984 年度 1985 年度 1986 年度 1987 年度
消費者物価上昇率　（％） 2.6 1.9 2.2 1.9 0.0 0.5
売上高粗付加価値率（％） 15.21 15.57 15.59 15.48 16.67 16.85
年度 1988 年度 1989 年度 1990 年度 1991 年度 1992 年度 1993 年度
消費者物価上昇率　（％） 0.8 2.9 3.3 2.8 1.6 1.2
売上高粗付加価値率（％） 17.09 16.07 16.35 16.72 17.01 17.50
年度 1994 年度 1995 年度 1996 年度 1997 年度 1998 年度 1999 年度
消費者物価上昇率　（％） 0.4 –0.1 0.4 2.0 0.2 –0.5
売上高粗付加価値率（％） 18.04 18.24 18.58 18.72 19.20 19.64
年度 2000 年度 2001 年度 2002 年度 2003 年度 2004 年度
消費者物価上昇率　（％） –0.5 –1.0 –0.6 –0.2 –0.1
売上高粗付加価値率（％） 19.70 19.57 19.80 19.90 19.37
（注）消費者物価上昇率は総務省統計局より．また，売上高粗付加価値率は日経 NEEDS のデータを加工したもの．
グラフ 4　消費者物価上昇率と売上高粗付加価値率




フ 5 およびグラフ 6 に示されている．
以上の相関分析の結果，失業と企業の人為的裁量との関係をみるのに，企業の人為的裁量を表す
表 5　失業率・売上高人件費率・売上高粗付加価値
年度 1982年度 1983年度 1984年度 1985年度 1986年度 1987年度 1988年度
完全失業率　　　　（％） 2.5 2.7 2.7 2.6 2.8 2.8 2.4
売上高人件費率　　（％） 7.49 7.61 7.40 7.57 8.43 8.26 8.08
売上高粗付加価値率（％） 15.21 15.57 15.59 15.48 16.67 16.85 17.09
年度 1989年度 1990年度 1991年度 1992年度 1993年度 1994年度 1995年度
完全失業率　　　　（％） 2.2 2.1 2.1 2.2 2.6 2.9 3.2
売上高人件費率　　（％） 7.61 7.76 8.14 8.63 9.10 9.18 9.22
売上高粗付加価値率（％） 16.07 16.35 16.72 17.01 17.50 18.04 18.24
年度 1996年度 1997年度 1998年度 1999年度 2000年度 2001年度 2002年度
完全失業率　　　　（％） 3.3 3.5 4.3 4.7 4.7 5.2 5.4
売上高人件費率　　（％） 9.29 9.44 10.05 9.94 9.63 10.03 9.85
売上高粗付加価値率（％） 18.58 18.72 19.20 19.64 19.70 19.57 19.80
年度 2003年度 2004年度 2005年度 2006年度
完全失業率　　　　（％） 5.1 4.6 4.3 4.1
売上高人件費率　　（％） 9.78 9.04 8.43 7.86


















また，表 6 の関係を散布図にしたのがグラフ 7 である．
グラフ 6　失業率と売上高粗付加価値率
7） 斎藤太郎「GDP 統計の空白問題」『エコノミストの眼』（ニッセイ基礎研究所，2005 /01 /24 号）：http://
crystal.nli-research.co.jp/report/econo_eye/2004/nn050124.html; アクセス日 2007 年 10 月 11 日．














年度 1995 年度 1996 年度 1997 年度 1998 年度 1999 年度
実質経済成長率　（％） 2.5 2.9 0 –1.5 0.7
完全失業率前年差（％） 0.3 0.1 0.2 0.8 0.4
年度 2000 年度 2001 年度 2002 年度 2003 年度 2004 年度
実質経済成長率　（％） 2.6 –0.8 1.1 2.1 2
完全失業率前年差（％） 0 0.5 0.2 –0.3 –0.5











で，未出の総資本粗付加価値率および総資本回転率は表 7 に，また分析結果は表 8 に示されている．
表 8 から，完全失業率前年差および実質経済成長率の両者との相関係数が高いのは総資本回転率







年度 1995 年度 1996 年度 1997 年度 1998 年度 1999 年度
総資本粗付加価値率前年差（％） 0.096 0.380 –0.032 –0.808 –0.213
総資本回転率前年差　　　（回） –0.005 0.004 –0.009 –0.065 –0.030
売上高粗付加価値率前年差（％） 0.203 0.336 0.146 0.477 0.444
年度 2000 年度 2001 年度 2002 年度 2003 年度 2004 年度
総資本粗付加価値率前年差（％） 0.007 –0.621 0.441 –0.194 0.068
総資本回転率前年差　　　（回） –0.002 –0.026 0.013 –0.014 0.025
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目的であった．以上の考察結果を，図 1 をベースにした全体像としてあらわしたものが図 2 である．
まず，フィリップス曲線とオークンの法則とについては次のような相関関係がみられた．フィリッ
プス曲線が問題にしている失業とインフレーションとの分析には 1982 ～ 2004 年度のデータが用い
られ，–0.801 の相関係数を得た．また，オークンの法則の対象になっている完全失業率前年差と実













の指標として総資本回転率を用いた．1995 ～ 2004 年度のデータを用いた総資本回転率前年差との

















明することに換えて，R. H. Coase のいう企業マネジメントによる人為的な裁量にもとづく目的・
手段関係を利用して，統合的に説明することの可能性が秘められている．
Correlation Analysis between Unemployment, Inflation and 
Economic Growth by the Medium of Business Management
Fumihiko GOTO
ABSTRACT
The purpose of this paper is to investigate the possibility of interpreting the causal relationship 
between unemployment, inf lation and economic growth by the end and means relations in the 
management decision of the firms.
First, correlation analysis showed that the ratio of gross value added to sales had slightly strong 
correlation with the rate of unemployment and inflation. Second, correlation analysis told that yearly 
changes in the ratio of sales to total capital had slightly strong correlation with the rate of real economic 
growth and yearly changes in the unemployment rate, too. In these two cases, the aggregated financial 
data of 1,631 firms were used to compute the ratios, the ratio of gross value added to sales and the ratio 
of sales to total capital.
These results say that there is the possibility of interpreting the causal relationship between 
unemployment, inflation and economic growth by the end and means relations in the management 
decision of the firms.
